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奈良市報告第１号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

１　市営住宅等明渡し及び滞納家賃等の支払請求に関する訴えの提起について

＝ 02 ＝ ＝ 1＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を別紙のとおり専決処分する

ものとする。

　　平成３０年１月１７日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

１　市営住宅等明渡し及び滞納家賃等の支払請求に関する訴えの提起について

＝ 2＝ ＝ 3＝



市営住宅等明渡し及び滞納家賃等の支払請求に
関する訴えの提起について　　　　　　　　　

　本市は、市営住宅等の明渡し及び滞納家賃等の支払いを求めるため、次のとおり裁判所

に訴えを提起する。

１　訴えを提起する相手方の住所及び氏名

　　別表のとおり

２　訴えの要旨

　　別表に記載する者を相手方として、次の判決及び仮執行の宣言を求める。

　⑴�　市営住宅等を明渡し、かつ原状に復し、奈良市営住宅条例第３８条第４項及び奈良

市改良住宅条例第５条で準用する奈良市営住宅条例第３８条第３項の規定により徴収

する金銭を支払え。

　⑵　滞納家賃等及びこれに対する遅延損害金を支払え。

　⑶　訴訟費用は被告の負担とする。

３　訴訟遂行の方針

　⑴　弁護士を訴訟代理人と定める。

　⑵　判決の結果、必要がある場合は上訴する。

　⑶�　本市は、上記の訴訟において必要があるときは、適当と認める条件で当事者と和解

することができる。

＝ 2＝ ＝ 3＝



別　表

番号 住　　　所 氏　名 住宅名及び住宅番号 請求の原因

1 家賃滞納

2 不法占有

3 家賃滞納

＝ 4＝ ＝ 5＝



奈良市報告第２号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 4＝ ＝ 5＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成２９年１２月１８日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２９年１０月３日午前９時４９分頃、奈良市三条添川町地内において発生した、本

市の公用車が歩道上の車止めに接触した事故について、和解により次のとおり損害賠償の

額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　１５８，７６０円

＝ 6＝ ＝ 7＝



奈良市報告第３号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 6＝ ＝ 7＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成２９年１２月１８日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２９年１０月２４日午前９時２３分頃、奈良市紀寺町地内において発生した、本市

の公用車が相手方民家の看板に接触した事故について、和解により次のとおり損害賠償の

額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　２０３，０４０円

＝ 8＝ ＝ 9＝



奈良市報告第４号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 8＝ ＝ 9＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成２９年１２月２１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２８年１１月１８日午後８時５０分頃、生駒市鹿畑町地内において発生した、奈良

市が管理する道路の穴ぼこにより、走行していた相手方の軽自動車のホイール等が損傷し

た事故について、和解により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　９２，２０９円

＝ 10 ＝ ＝ 11 ＝



奈良市報告第５号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 10 ＝ ＝ 11 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成２９年１２月２１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２９年１０月２６日午前３時３０分頃、奈良市中山町地内において発生した、市道

の穴ぼこにより、走行していた相手方の原動機付自転車のタイヤ等が損傷した事故につい

て、和解により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　３，８３９円

＝ 12 ＝ ＝ 13 ＝



奈良市報告第６号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 12 ＝ ＝ 13 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成２９年１２月２１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２９年１１月５日午後６時３０分頃、奈良市小倉町地内において発生した、市道の

穴ぼこにより、走行していた相手方の普通自動車のタイヤ等が損傷した事故について、和

解により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　４３，４１６円

＝ 14 ＝ ＝ 15 ＝



奈良市報告第７号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 14 ＝ ＝ 15 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成２９年１２月２５日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２９年５月２５日午後１時３０分頃、奈良市三碓五丁目地内において発生した、本

市の公用車がマンション敷地内の車止めに接触した事故について、和解により次のとおり

損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　９０１，８００円

＝ 16 ＝ ＝ 17 ＝



奈良市報告第８号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 16 ＝ ＝ 17 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成２９年１２月２５日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２９年９月２９日午前９時頃、奈良市四条大路四丁目地内において発生した、本市

の公用車が民家の外構フェンスに接触した事故について、和解により次のとおり損害賠償

の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　２４６，０００円

＝ 18 ＝ ＝ 19 ＝



奈良市報告第９号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 18 ＝ ＝ 19 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成２９年１２月２７日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２９年１０月２日午前８時１５分頃、奈良市北小路町地内において発生した、本市

の公用車が相手方の原動機付自転車と接触し、相手方が負傷した事故について、和解によ

り次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　７１，９３７円

＝ 20 ＝ ＝ 21 ＝



奈良市報告第１０号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 20 ＝ ＝ 21 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成２９年１２月２７日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２９年１１月１３日午前８時６分頃、奈良市中山町地内において発生した、本市の

公用車が相手方の自転車と接触した事故について、和解により次のとおり損害賠償の額を

決定するものとする。

１　損害賠償の額　２１，７８０円

＝ 22 ＝ ＝ 23 ＝



奈良市報告第１１号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 22 ＝ ＝ 23 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成３０年１月１１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２９年１０月２日午前９時２２分頃、奈良市北永井町地内において発生した、本市

の公用車が相手方の軽トラックに接触した事故について、和解により次のとおり損害賠償

の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　８６，５６２円

＝ 24 ＝ ＝ 25 ＝



奈良市報告第１２号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 24 ＝ ＝ 25 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成３０年１月２２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２９年１１月２１日午後５時３０分頃、奈良市北之庄西町二丁目地内において、相

手方が市道を原動機付自転車で走行していたところ、穴ぼこにより転倒し、車体を損傷し

た事故について、和解により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　１０，２２５円

＝ 26 ＝ ＝ 27 ＝



奈良市報告第１３号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 26 ＝ ＝ 27 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成３０年１月２２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２９年１１月２４日午後６時頃、奈良市佐紀町地内において発生した、市道の穴ぼ

こにより、走行していた相手方の普通自動車のタイヤ等が損傷した事故について、和解に

より次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　５１，２５６円

＝ 28 ＝ ＝ 29 ＝



奈良市報告第１４号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 28 ＝ ＝ 29 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成３０年２月６日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２９年１１月２２日午後８時３０分頃、奈良市八条五丁目地内において発生した、

市道の穴ぼこにより、走行していた相手方の普通自動車のフロントバンパーが損傷した事

故について、和解により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　７２，６２７円

＝ 30 ＝ ＝ 31 ＝



奈良市報告第１５号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

＝ 30 ＝ ＝ 31 ＝



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成３０年２月８日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成３０年１月１０日午後１０時頃、奈良市南永井町地内において発生した、市道上の

雨水桝の受枠の跳ね上がりにより、走行していた相手方の普通自動車のアンダーカバー等

が損傷した事故について、和解により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　６９，９６２円

＝ 32 ＝ ＝ 33 ＝



奈良市議案第１号

平成２９年度奈良市一般会計
補正予算（第６号）　　　　

　平成２９年度奈良市の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額から、歳入歳出それぞれ１，６７９，２８４千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２７，６０４，８２７千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第�２条　地方自治法第２１３条第１項の規定により繰り越して使用することのできる経費

は、「第２表　繰越明許費」による。

（地方債の補正）

第３条　地方債の追加及び変更は、「第３表　地方債補正」による。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

＝32＝ ＝ 33 ＝



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 ．市 税
千円

52,666,175
千円

△�300,000
千円

52,366,175

1 ．市 民 税 26,124,590 △�60,000 26,064,590

2 ．固 定 資 産 税 19,803,628 △�185,330 19,618,298

7 ．都 市 計 画 税 3,368,688 △�54,670 3,314,018

2 ．地 方 譲 与 税 820,000 △�20,000 800,000

1 ．地 方 揮 発 油
譲 与 税 250,000 △�30,000 220,000

2 ．自 動 車 重 量
譲 与 税 570,000 10,000 580,000

10．地方特例交付金 230,000 △�37,138 192,862

1 ．地方特例交付金 230,000 △�37,138 192,862

11．地 方 交 付 税 13,766,233 199,436 13,965,669

1 ．地 方 交 付 税 13,766,233 199,436 13,965,669

13．分 担 金 及 び
負 担 金 1,328,909 △�21,712 1,307,197

1 ．分 担 金 27,610 △�21,712 5,898

14．使 用 料 及 び
手 数 料 2,337,850 6,300 2,344,150

1 ．使 用 料 1,682,911 6,300 1,689,211

15．国 庫 支 出 金 23,663,321 △�782,836 22,880,485

1 ．国 庫 負 担 金 19,977,305 44,834 20,022,139

4 ．国 庫 交 付 金 1,446,011 △�827,670 618,341

16．県 支 出 金 7,990,893 △�68,234 7,922,659

1 ．県 負 担 金 5,952,121 40,750 5,992,871

2 ．県 補 助 金 1,711,490 △�88,069 1,623,421

3 ．県 委 託 金 192,665 △�8,700 183,965

4 ．県 交 付 金 134,617 △�12,215 122,402

＝ 34 ＝ ＝ 35 ＝



　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

19．繰 入 金
千円

909,724
千円

300,000
千円

1,209,724

1 ．基 金 繰 入 金 909,724 300,000 1,209,724

21．諸 収 入 3,349,434 △�230,000 3,119,434

3 ．貸付金元利収入 1,217,111 △�230,000 987,111

22．市 債 12,580,700 △�725,100 11,855,600

1 ．市 債 12,580,700 △�725,100 11,855,600

歳 入 合 計 129,284,111 △�1,679,284 127,604,827

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 ．議 会 費
千円

708,419
千円

1,135
千円

709,554

1 ．議 会 費 708,419 1,135 709,554

2 ．総 務 費 14,239,111 △�41,641 14,197,470

1 ．総 務 管 理 費 10,275,510 26,345 10,301,855

2 ．企 画 費 1,520,342 △�13,000 1,507,342

3 ．徴 税 費 1,342,243 4,962 1,347,205

4 ．戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費 532,601 1,710 534,311

5 ．選 挙 費 458,459 △�62,248 396,211

6 ．統 計 調 査 費 26,919 106 27,025

7 ．監 査 委 員 費 83,037 484 83,521

3 ．民 生 費 57,596,431 105,047 57,701,478

1 ．社 会 福 祉 費 25,885,253 265,348 26,150,601

2 ．児 童 福 祉 費 18,340,944 △�163,544 18,177,400

3 ．生 活 保 護 費 13,157,445 3,018 13,160,463

4 ．国民年金事務費 212,789 225 213,014

＝ 34 ＝ ＝ 35 ＝



款 項 補正前の額 補　正　額 計

4． 衛 生 費
千円

10,555,808
千円

17,320
千円

10,573,128

1 ．保 健 衛 生 費 2,101,667 20,684 2,122,351

2 ．保 健 所 費 1,883,974 14,401 1,898,375

3 ．清 掃 費 5,906,935 △�17,765 5,889,170

5． 労 働 費 125,358 93 125,451

1 ．労 働 諸 費 125,358 93 125,451

6． 農 林 水 産 業 費 676,530 △�46,090 630,440

1 ．農 林 費 676,530 △�46,090 630,440

7． 商 工 費 1,490,565 △�229,314 1,261,251

1 ．商 工 費 1,490,565 △�229,314 1,261,251

8． 観 光 費 1,006,828 2,075 1,008,903

1 ．観 光 費 1,006,828 2,075 1,008,903

9． 土 木 費 9,889,949 △�1,501,445 8,388,504

1 ．土 木 管 理 費 112,557 △�9,199 103,358

2 ．道 路 橋 梁 費 2,766,942 △�359,631 2,407,311

3 ．河 川 費 638,479 334 638,813

4 ．都 市 計 画 費 3,962,774 △�1,134,038 2,828,736

6 ．住 宅 費 516,540 1,089 517,629

10．消 防 費 3,878,107 7,010 3,885,117

1 ．消 防 費 3,878,107 7,010 3,885,117

＝ 36 ＝ ＝ 37 ＝



第２表　繰越明許費

款 項 補正前の額 補　正　額 計

11．教 育 費
千円

10,894,580
千円

104,526
千円

10,999,106

1 ．教 育 総 務 費 2,516,899 58,740 2,575,639

2 ．小 学 校 費 1,690,693 16,865 1,707,558

3 ．中 学 校 費 678,641 12,880 691,521

4 ．高 等 学 校 費 1,006,682 9,357 1,016,039

5 ．幼 稚 園 費 999,587 5,154 1,004,741

7 ．保 健 体 育 費 2,637,949 1,530 2,639,479

12．災 害 復 旧 費 541,819 △�98,000 443,819

1 ．農林水産業施設災 害 復 旧 費 176,819 △�98,000 78,819

歳 出 合 計 129,284,111 △�1,679,284 127,604,827

款 項 事　　　業　　　名 金　　額

2． 総 務 費
千円

11,000

1 ．総 務 管 理 費 ス ポ ー ツ 施 設 整 備 事 業 11,000

3． 民 生 費 615,200

1 ．社 会 福 祉 費 環 境 改 善 施 設 整 備 事 業 25,000

障 害 者 福 祉 施 設 整 備 事 業 64,500

2 ．児 童 福 祉 費 認 定 こ ど も 園 施 設 整 備 事 業 525,700

4． 衛 生 費 40,000

1 ．保 健 衛 生 費 保 健 衛 生 施 設 整 備 事 業 40,000

6． 農 林 水 産 業 費 658

1 ．農 林 費 美 し い 森 林 づ く り 基 盤 整 備
交 付 金 事 業 経 費 658

＝ 36 ＝ ＝ 37 ＝



款 項 事　　　業　　　名 金　　額

8． 観 光 費 千円
15,000

1 ．観 光 費 観 光 客 誘 致 対 策 経 費 15,000

9． 土 木 費 979,565

2 ．道 路 橋 梁 費 道 路 管 理 経 費 4,600

道 路 橋 梁 新 設 改 良 事 業 327,000

3 ．河 川 費 河 川 堤 防 改 修 事 業 368,300

4 ．都 市 計 画 費 まちづくり基本計画策定経費 4,665

歴 史 的 風 致 形 成 建 造 物
保 存 整 備 事 業 経 費 21,000

街 路 事 業 247,400

公 園 事 業 6,600

10．消 防 費 2,600

1 ．消 防 費 消 防 施 設 維 持 補 修 経 費 2,600

11．教 育 費 147,500

2 ．小 学 校 費 小 学 校 施 設 整 備 事 業 119,000

3 ．中 学 校 費 中 学 校 施 設 整 備 事 業 25,000

6 ．社 会 教 育 費 社 会 教 育 施 設 整 備 事 業 3,500

12．災 害 復 旧 費 366,200

1 ．農林水産業施設災 害 復 旧 費 農 林 業 用 施 設 災 害 復 旧 事 業 52,400

2 ．土 木 施 設
災 害 復 旧 費 土 木 施 設 災 害 復 旧 事 業 234,800

3 ．教 育 施 設
災 害 復 旧 費 教 育 施 設 災 害 復 旧 事 業 79,000

合　　　　　　　　　　　　　　計 2,177,723

＝ 38 ＝ ＝ 39 ＝



第３表　地方債補正

　１．追加分

　２．変更分

起　債　の　目　的 限�度�額 起債の方法 利　　率 償�還�の�方�法

減　 収　 補　 塡

千円

58,200�
普 通 貸 借
又 は
債 券 発 行

５．０ ％ 以 内
（利率見直し方
式により当該利
率の見直しを行
った後において
は、見直し後の
利率とする。）

政府資金についてはその
融資条件により、銀行その
他の場合には、その債権者
との協定による。ただし、市
財政の都合により据置期間
を短縮し、もしくは繰上償還
又は低利に借換えすること
ができる。

計 58,200

起　債　の　目　的
限　　　　　度　　　　　額

補　　正　　前 補　　正　　後

福 祉 施 設 整 備 事 業
千円

702,600
千円

697,100

道 路 事 業 1,393,100 1,270,000

都 市 計 画 事 業 978,300 503,000

消 防 施 設 整 備 事 業 94,100 79,100

義 務 教 育 施 設 整 備 事 業 683,100 703,400

災 害 復 旧 事 業 272,900 226,700

臨 時 財 政 対 策 6,300,000 6,161,500

計 12,580,700 11,797,400

＝ 38 ＝ ＝ 39 ＝



奈良市議案第２号

平成２９年度奈良市国民健康保険
特別会計補正予算（第３号）　　

　平成２９年度奈良市の国民健康保険特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１，０００千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ４４，７００，０６７千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

＝40＝ ＝ 41 ＝



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

９．繰 入 金
千円

2,884,240
千円

1,000
千円

2,885,240

1 ．一般会計繰入金 2,739,638 1,000 2,740,638

歳 入 合 計 44,699,067 1,000 44,700,067

款 項 補正前の額 補　正　額 計

１．総 務 費
千円

360,699
千円

1,000
千円

361,699

1 ．総 務 管 理 費 284,392 1,000 285,392

歳 出 合 計 44,699,067 1,000 44,700,067

＝ 40 ＝ ＝ 41 ＝



奈良市議案第３号

平成２９年度奈良市土地区画整理事業
特別会計補正予算（第２号）　　　　

　平成２９年度奈良市の土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めると

ころによる。

（歳入歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額から、歳入歳出それぞれ５８２，１００千円を減額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２，６５６，９００千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第�２条　地方自治法第２１３条第１項の規定により繰り越して使用することのできる経費

は、「第２表　繰越明許費」による。

（地方債の補正）

第３条　地方債の変更は、「第３表　地方債補正」による。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

＝42＝ ＝ 43 ＝



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 ．国 庫 支 出 金
千円

1,142,315
千円

△�346,400
千円

795,915

1 ．国 庫 交 付 金 1,142,315 △�346,400 795,915

2 ．繰 入 金 816,326 700 817,026

1 ．一般会計繰入金 816,326 700 817,026

4 ．市 債 1,279,500 △�236,400 1,043,100

1 ．市 債 1,279,500 △�236,400 1,043,100

歳 入 合 計 3,239,000 △�582,100 2,656,900

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 ．
西 大 寺 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

千円

1,934,550
千円

△�465,300
千円

1,469,250

1 ．
西 大 寺 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

1,934,550 △�465,300 1,469,250

2 ．
Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

630,850 △�116,800 514,050

1 ．
Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

630,850 △�116,800 514,050

歳 出 合 計 3,239,000 △�582,100 2,656,900

＝ 42 ＝ ＝ 43 ＝



第２表　繰越明許費

第３表　地方債補正

　１．変更分

款 項 事　　　業　　　名 金　　額

1．
西 大 寺 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

千円

1,100,900

1 ．
西 大 寺 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

西 大 寺 駅 南 地 区
土 地 区 画 整 理 事 業 1,100,900

2．
Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

163,600

1 ．
Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南 地 区
土 地 区 画 整 理 事 業 163,600

合　　　　　　　　　　　　　　計 1,264,500

起　債　の　目　的
限　　　　　度　　　　　額

補　　正　　前 補　　正　　後

西 大 寺 駅 南 地 区
土 地 区 画 整 理 事 業

千円

895,600
千円

718,400

Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南 地 区
土 地 区 画 整 理 事 業 383,900 324,700

計 1,279,500 1,043,100

＝ 44 ＝ ＝ 45 ＝



奈良市議案第４号

平成２９年度奈良市介護保険
特別会計補正予算（第３号）

　平成２９年度奈良市の介護保険特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによ

る。

（歳入歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ４０２，０００千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ２９，８４０，８７５千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

＝44＝ ＝ 45 ＝



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2 ．国 庫 支 出 金
千円

6,397,368
千円

△�53,430
千円

6,343,938

1 ．国 庫 負 担 金 4,934,699 77,770 5,012,469

2 ．国 庫 補 助 金 1,462,669 △�131,200 1,331,469

3 ．支 払 基 金
交 付 金 7,933,385 112,000 8,045,385

1 ．支 払 基 金
交 付 金 7,933,385 112,000 8,045,385

4 ．県 支 出 金 4,066,624 52,229 4,118,853

1 ．県 負 担 金 3,828,276 52,229 3,880,505

6 ．繰 入 金 4,556,804 291,201 4,848,005

1 ．一般会計繰入金 4,354,045 52,000 4,406,045

2 ．基 金 繰 入 金 202,759 239,201 441,960

歳 入 合 計 29,438,875 402,000 29,840,875

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 ．総 務 費
千円

695,969
千円

2,000
千円

697,969

1 ．総 務 管 理 費 328,592 2,000 330,592

2 ．保 険 給 付 費 26,963,000 400,000 27,363,000

1 ．介 護 サ ー ビ ス
等 諸 費 26,963,000 400,000 27,363,000

歳 出 合 計 29,438,875 402,000 29,840,875
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奈良市議案第５号

平成２９年度奈良市水道事業会計
補正予算（第２号）　　　　　　

（総則）

第�１条　平成２９年度奈良市水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによ

る。

（収益的収入及び支出）

第�２条　平成２９年度奈良市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた

収益的支出の予定額を次のとおり補正する。

　　　（科　　　目）　　　　 　（既決予定額）　 　（補正予定額）　　 　（計）

　　　　　　　　　　　　　　 　支　　　　　　　出

　第１款　水道事業費用　　　�　8,765,845千円　　 　�△5,738千円� 8,760,107千円

　　第１項　営　業　費　用　　　�8,129,336千円　　 　�△5,738千円� 8,123,598千円

（資本的収入及び支出）

第�３条　予算第４条本文括弧書中「不足する額２，１７７，７３０千円」を「不足する額

２，１７７，３２７千円」に、「当年度分損益勘定留保資金１，０９５，７８６千円」

を「当年度分損益勘定留保資金１，０９５，３８３千円」に改め、資本的支出の予定額

を次のとおり補正する。

　　　（科　　　目）　　　　 　（既決予定額）　 　（補正予定額）　　 　（計）

　　　　　　　　　　　　　　 　支　　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出　　　　�4,137,730千円　　　　 △403千円� 4,137,327千円

　　第１項　建 設 改 良 費　　　�2,276,323千円　　　　 △403千円� 2,275,920千円

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第４条　予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。

　　　（科　　　目）　　　　 　（既決予定額）　 　（補正予定額）　　 　（計）

　　⑴　職 員 給 与 費　　　　�　1,572,599千円　　 　�△6,141千円� 1,566,458千円

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸
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2
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2
,9
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学
校
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0
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3

1
1
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0
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1
1
7
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0
0

6
,6

6
6

2
0
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0
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1
0
0
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△
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4
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0
0

△
 1

5
,0

0
0

1
0
0
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△

 1
4
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0
0
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 1

5
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0
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附　　属　　書　　類

１．平成２９年度　奈良市水道事業会計補正予算（第２号）実施計画

２．平成２９年度　奈良市水道事業補正予定キャッシュ・フロー計算書（第２号）

３．平成２９年度　奈良市水道事業給与費明細書（第２号）

４．平成２９年度　奈良市水道事業補正予定貸借対照表（第２号）

５．平成２９年度　奈良市水道事業会計補正予算（第２号）参考書
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平成２９年度奈良市水道事業会計
補正予算（第２号）実施計画　　

収 益 的 収 入 及 び 支 出

支　　　　　　　　出

� （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１. 水道事業費用 8,765,845 △ 5,738 8,760,107

１. 営 業 費 用 8,129,336 △ 5,738 8,123,598

１.原水及び浄水費 2,337,469 1,716 2,339,185

２.配 水 費 400,069 △ 1,043 399,026

３.給 水 費 176,917 257 177,174

４.施設管理費 388,077 298 388,375

５.受託工事費 24,361 △ 222 24,139

６.業 務 費 338,239 △ 1,895 336,344

７.総 係 費 906,019 △ 6,395 899,624

８.東部管理費 66,263 530 66,793

９.都祁管理費 119,137 382 119,519

10.月ヶ瀬管理費 47,689 634 48,323
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

支　　　　　　　　出

� （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１. 資本的支出 4,137,730 △403 4,137,327

１. 建設改良費 2,276,323 △403 2,275,920

１.配水施設整備費 253,568 △86 253,482

２.配水施設費 101,096 △445 100,651

３.施 設 費 974,424 497 974,921

４.配水施設改良費 813,810 274 814,084

５. 受託配水管改良費 89,652 △643 89,009
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平成２９年度奈良市水道事業補正予定
キャッシュ・フロー計算書（第２号）

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）
� （単位：千円）
１．業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　当年度純利益（△は純損失）� 338,991
　　　減価償却費� 3,100,545
　　　引当金の増減額（△は減少）� △�47,840
　　　長期前受金戻入額� △�1,339,363
　　　受取利息� △�300
　　　支払利息� 266,675
　　　ダム負担金利息� 102,909
　　　固定資産除却損� 224,054
　　　未収金の増減額（△は増加）� △�19,819
　　　未収消費税等の増減額（△は増加）� 17,725
　　　前払金の増減額（△は増加）� 27,854
　　　未払金の増減額（△は減少）� 162,597
　　　未払消費税等の増減額（△は減少）� △�8,644
　　　その他流動資産の増減額（△は増加）� 17
　　　小計� 2,825,401
　　　利息の受取額� 300
　　　利息の支払額� △369,584
　　　業務活動によるキャッシュ・フロー� 2,456,117

２．投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有形固定資産の取得による支出� △�2,300,704�
　　　負担金による収入� 549,883�
　　　分担金による収入� 238,542�
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー� △�1,512,279

３．財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　一時借入れによる収入� 504,000�
　　　一時借入金の返済による支出� △�504,000�
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入� 1,122,200�
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出� △�1,075,431�
　　　長期割賦金の償還による支出� △�700,652�
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー� △�653,883

　　　資金増加額� 289,955
　　　資金期首残高� 4,508,173�
　　　資金期末残高� 4,798,128�
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平
成
２
９
年
度
奈
良
市
水
道
事
業
給
与
費
明
細
書
（
第
２
号
）

１
．
総
括
�

（
単
位
：
千
円
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 　
〔
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は
再
任
用
職
員
の
外
数

区
　
　
　
　
分

職
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与
　
　
費

法
定
福
利
費

合
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〕
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�
（
単
位
：
千
円
）

手 当 の 内 訳

区
　
分

初
任
給
管
理
職
扶
　
養
地
　
域
住
　
居
通
　
勤

特
殊
勤
務
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務
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末
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員
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一
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職

給
付
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補
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,38
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2
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0
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0
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２
．
給
料
及
び
手
当
の
増
減
額
の
明
細
�

（
単
位
：
千
円
）

区
　
　
分

増
 減
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増
　
減
　
事
　
由
　
別
　
内
　
訳

説
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３
．
給
料
及
び
手
当
の
状
況
　
�

　
⑴
　
職
員
１
人
当
た
り
給
与

　
⑵
　
初
　
任
　
給

区
　
　
　
分

一
　
般
　
職

平
成
30
年
１
月
１
日
現
在

平
均
給
料
月
額
（
円
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３
３
６
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３
０
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給
与
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円
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４
３
５
，２
３
９

平
均
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齢
（
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４
２
．７

平
成
29
年
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月
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現
在

平
均
給
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月
額
（
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３
３
２
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９
２
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与
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４
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２
，７
１
１

平
均
年
齢
（
歳
）

４
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．４

区
　
　
　
分

一
　
般
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０
０
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１
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２
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０
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０
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⑶
　
級
別
職
員
数
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　〔
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１
４
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２
２
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０
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（
級
別
の
標
準
的
な
職
務
内
容
）

　
⑷
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給
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⑸
　
特
殊
勤
務
手
当

　
⑹
　
期
末
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・
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勉
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当

　
　
　
　
　
　
　
 〔
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⑺
　
定
年
退
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及
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前
早
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退
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に
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手
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５
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．５
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．５
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平成２９年度奈良市水道事業補正予定貸借対照表（第２号）
（平成３０年３月３１日）

�
（単位：千円）

資　　産　　の　　部�
１．固　定　資　産
⑴　有 形 固 定 資 産
イ 土 地 4,141,893�
ロ 建 物 4,587,039�
� 減 価 償 却 累 計 額 △�1,957,482� 2,629,557�
ハ 構 築 物 86,619,968�

減 価 償 却 累 計 額 △�42,380,596� 44,239,372�
ニ 機 械 及 び 装 置 18,651,038�

減 価 償 却 累 計 額 △�14,010,742� 4,640,296�
ホ 車 両 運 搬 具 101,382�

減 価 償 却 累 計 額 △�73,659� 27,723�
ヘ 器 具 備 品 165,968�

減 価 償 却 累 計 額 △�116,312� 49,656�
ト 建 設 仮 勘 定 222,676�
有 形 固 定 資 産 合 計 55,951,173�

⑵　無 形 固 定 資 産
イ ダ ム 使 用 権 20,311,558�
ロ 水 利 権 95,469�
ハ その他無形固定資産 1,309,177�
無 形 固 定 資 産 合 計 21,716,204�

⑶　投� 資
イ 出 資 金 3,175�
投 資 合 計 3,175�

固 定 資 産 合 計 77,670,552�
２．流　動　資　産
⑴　現　　金　　預　　金 4,798,128�
⑵　未　　　　収　　　　金 761,807�

貸 倒 引 当 金 △�49,888� 711,919�
⑶　貯　　　　蔵　　　　品 29,910�
⑷　そ の 他 流 動 資 産 1,106�
流 動 資 産 合 計 5,541,063�
資 � 産 � 合 � 計 83,211,615�

＝ 172 ＝ ＝ 173 ＝



負　　債　　の　　部�
３．固　定　負　債
⑴　企　　　　業　　　　債
イ 建設改良費等の財源に
� 充てるための企業債 15,223,039�
企 業 債 合 計 15,223,039�

⑵　引　　　　当　　　　金
イ 退 職 給 付 引 当 金 1,177,553�
引 当 金 合 計 1,177,553�

⑶　長 期 未 払 割 賦 金　 1,847,392�
固 定 負 債 合 計 18,247,984�

４．流　動　負　債
⑴　企　　　　業　　　　債
イ 建設改良費等の財源に
� 充てるための企業債 1,032,277�
企 業 債 合 計 1,032,277�

⑵　ダ ム 割 賦 負 担 金 573,886�
⑶　未　　　　払　　　　金 393,792�
⑷　前　　　　受　　　　金 21,509�
⑸　引　　　　当　　　　金
イ 賞 与 引 当 金 113,166�
引 当 金 合 計 113,166�

⑹　預　　　　り　　　　金 381,737�
流 動 負 債 合 計 2,516,367�

５．繰　延　収　益
⑴　長 　 期 　 前 　 受 　 金 51,508,626�
⑵　収　益　化　累　計　額 △�21,910,200� 29,598,426�
繰 延 収 益 合 計 29,598,426�
負 債 合 計 50,362,777�

＝ 172 ＝ ＝ 173 ＝



資　　本　　の　　部�
６．資　　本　　金 11,682,951�
７．剰　　余　　金
⑴　資 　 本 　 剰 　 余 　 金
イ 受 贈 財 産 評 価 額 1,364,952�
ロ 諸 補 助 金 106,602�
ハ 分 担 金 5,401,638�
ニ 負担金その他諸収入 11,743,704�
資 本 剰 余 金 合 計 18,616,896�

⑵　利 　 益 　 剰 　 余 　 金
イ 減 債 積 立 金 700,000�
ロ 水道老朽施設更新積立金 1,700,000�
ハ 当年度未処分利益剰余金 148,991�
利 益 剰 余 金 合 計 2,548,991�

剰 余 金 合 計 21,165,887�
資 本 合 計 32,848,838�
負 債 資 本 合 計 83,211,615�

＝ 174 ＝ ＝ 175 ＝



平成２９年度奈良市水道事業会計
補正予算（第２号）参考書　　　

収 益 的 収 入 及 び 支 出

支　　　　　　　　出

� （単位：千円）

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１. 水道事業
費 用 8,765,845 △5,738 8,760,107

１. 営業費用 8,129,336 △5,738 8,123,598

１.原水及び
浄 水 費 2,337,469 1,716 2,339,185

⑴給 料 88,803 101 88,904

⑵手 当 48,890 1,424 50,314

⑶賞与引当金
繰 入 額 14,610 14 14,624

⑹法定福利費 29,113 177 29,290

２.配 水 費 400,069 △1,043 399,026

⑴給 料 38,931 19 38,950

⑵手 当 25,743 △1,134 24,609

⑶賞与引当金
繰 入 額 6,182 3 6,185

⑹法定福利費 13,014 69 13,083

３.給 水 費 176,917 257 177,174

⑴給 料 51,791 57 51,848

⑵手 当 29,460 94 29,554

⑶賞与引当金
繰 入 額 7,867 8 7,875

⑹法定福利費 16,889 98 16,987

＝ 174 ＝ ＝ 175 ＝



� （単位：千円）

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

４.施設管理費 388,077 298 388,375

⑴給 料 76,998 98 77,096

⑵手 当 46,155 43 46,198

⑶賞与引当金
繰 入 額 12,791 12 12,803

⑹法定福利費 25,782 145 25,927

５.受託工事費 24,361 △222 24,139

⑵手 当 6,221 △242 5,979

⑹法定福利費 3,220 20 3,240

６.業 務 費 338,239 △1,895 336,344

⑴給 料 24,717 36 24,753

⑵手 当 16,824 △1,977 14,847

⑶賞与引当金
繰 入 額 3,407 5 3,412

⑹法定福利費 7,580 41 7,621

７.総 係 費 906,019 △6,395 899,624

⑴給 料 236,986 105 237,091

⑵手 当 164,215 △2,626 161,589

⑶賞与引当金
繰 入 額 39,560 46 39,606

⑹法定福利費 83,851 217 84,068

⑻退職給付費 103,012 △4,137 98,875

８.東部管理費 66,263 530 66,793

⑴給 料 21,350 5 21,355

⑵手 当 14,454 480 14,934

⑶賞与引当金
繰 入 額 3,688 1 3,689

⑹法定福利費 7,324 44 7,368

＝ 176 ＝ ＝ 177 ＝



� （単位：千円）

資 本 的 収 入 及 び 支 出

支　　　　　　　　出

� （単位：千円）

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１. 資 本 的
支 出 4,137,730 △403 4,137,327

１. 建 設
改 良 費 2,276,323 △403 2,275,920

１.配水施設
整 備 費 253,568 △86 253,482

⑴給 料 7,267 12 7,279

⑵手 当 3,785 △114 3,671

⑶賞与引当金
繰 入 額 1,181 1 1,182

⑹法定福利費 2,445 15 2,460

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

９.都祁管理費 119,137 382 119,519

⑴給 料 5,994 16 6,010

⑵手 当 4,540 353 4,893

⑶賞与引当金
繰 入 額 1,004 1 1,005

⑹法定福利費 2,108 12 2,120

10.月 ヶ 瀬
管 理 費 47,689 634 48,323

⑵手 当 4,756 625 5,381

⑹法定福利費 1,821 9 1,830

＝ 176 ＝ ＝ 177 ＝



� （単位：千円）

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

２.配水施設費 101,096 △445 100,651

⑴給 料 30,392 19 30,411

⑵手 当 21,577 △524 21,053

⑶賞与引当金
繰 入 額 5,652 2 5,654

⑹法定福利費 10,593 58 10,651

３.施� 設� 費 974,424 497 974,921

⑴給 料 13,000 39 13,039

⑵手 当 8,764 426 9,190

⑶賞与引当金
繰 入 額 2,068 5 2,073

⑹法定福利費 4,707 27 4,734

４.配水施設
改� 良� 費 813,810 274 814,084

⑴給 料 58,317 61 58,378

⑵手 当 37,033 88 37,121

⑶賞与引当金
繰 入 額 10,306 8 10,314

⑹法定福利費 20,254 117 20,371

５.受託配水管
改 良 費 89,652 △643 89,009

⑴給 料 12,591 13 12,604

⑵手 当 9,789 △685 9,104

⑶賞与引当金
繰 入 額 2,261 1 2,262

⑹法定福利費 4,469 28 4,497

＝ 178 ＝ ＝ 179 ＝



奈良市議案第６号

平成２９年度奈良市下水道事業会計
補正予算（第２号）　　　　　　　

（総則）

第�１条　平成２９年度奈良市下水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところに

よる。

（収益的収入及び支出）

第�２条　平成２９年度奈良市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定め

た収益的支出の予定額を次のとおり補正する。

　　　（科　　　目）　　　　 　（既決予定額）　 　（補正予定額）　　 　（計）

　　　　　　　　　　　　　　 　支　　　　　　　出

　第１款　下水道事業費用　　　　�8,058,255千円　　�　 　1,093千円� 8,059,348千円

　　第１項　営 業 費 用　　�　7,232,012千円　　�　 　1,093千円� 7,233,105千円

（資本的収入及び支出）

第�３条　予算第４条本文括弧書中「不足する額８９７，６０２千円」を「不足する額７２

　�８，１８１千円」に、「当年度分損益勘定留保資金３９９，００５千円」を「当年度分

損益勘定留保資金２２９，５８４千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のと

おり補正する。

　　　（科　　　目）　　　　 　（既決予定額）　 　（補正予定額）　　 　（計）

　　　　　　　　　　　　　　 　収　　　　　　　入

　第１款　資 本 的 収 入　　　　�3,535,000千円　　� 　170,000千円� 3,705,000千円

　　第１項　企 業 債　　�　1,909,200千円　�　 　170,000千円� 2,079,200千円

　　　　　　　　　　　　　　 　支　　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出　　　　�4,432,602千円　　�　�　　579千円� 4,433,181千円

　　第１項　建 設 改 良 費　　�　� 920,874千円　　�　　�　579千円� 921,453千円

＝ 178 ＝ ＝ 179 ＝



（企業債）

第４条　予算第６条に定めた起債の限度額を次のように改める。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第５条　予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。

　　　（科　　　目）　　　　 　（既決予定額）　 　（補正予定額）　　 　（計）

　　⑴　職 員 給 与 費　　　　　�  239,834千円　　�　　 1,672千円� 241,506千円

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

起　債　の　目　的
限　　　　　度　　　　　額

補　　正　　前 補　　正　　後

下 水 道 事 業
千円

1,909,200
千円

2,079,200

＝ 180 ＝ ＝ 181 ＝



附　　属　　書　　類

１．平成２９年度　奈良市下水道事業会計補正予算（第２号）実施計画

２．平成２９年度　奈良市下水道事業補正予定キャッシュ・フロー計算書（第２号）

３．平成２９年度　奈良市下水道事業給与費明細書（第２号）

４．平成２９年度　奈良市下水道事業補正予定貸借対照表（第２号）

５．平成２９年度　奈良市下水道事業会計補正予算（第２号）参考書

＝ 180 ＝ ＝ 181 ＝



平成２９年度奈良市下水道事業会計
補正予算（第２号）実施計画　　　

収 益 的 収 入 及 び 支 出

支　　　　　　　　出

� （単位：千円）

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

� （単位：千円）

支　　　　　　　　出

� （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１. 下水道事業費用 8,058,255 1,093 8,059,348

１. 営 業 費 用 7,232,012 1,093 7,233,105

１.管 渠 費 191,872 1,442 193,314

４.普及指導費 73,681 △�41 73,640

６.総 係 費 196,811 △�308 196,503

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１. 資本的収入 3,535,000 170,000 3,705,000

１. 企 業 債 1,909,200 170,000 2,079,200

１.企 業 債 1,909,200 170,000 2,079,200

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１. 資本的支出 4,432,602 579 4,433,181

１. 建設改良費 920,874 579 921,453

１.管渠建設費 342,076 579 342,655

＝ 182 ＝ ＝ 183 ＝



平成２９年度奈良市下水道事業補正予定
キャッシュ・フロー計算書（第２号）　
（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

� （単位：千円）
１．業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　当年度純利益（△は純損失）� △�719,644�
　　　減価償却費� 3,949,221�
　　　引当金の増減額（△は減少）� 8,611�
　　　長期前受金戻入額� △�2,353,532�
　　　支払利息� 646,699�
　　　固定資産除却損� 402�
　　　未収金の増減額（△は増加）� △�307�
　　　未収消費税等の増減額（△は増加）� △�5,319�
　　　前払金の増減額（△は増加）� 22,150�
　　　未払金の増減額（△は減少）� 1,904�
　　　未払消費税等の増減額（△は減少）� △�4,147�
　　　預り金の増減額（△は減少）� △�4,574�
　　　小計� 1,541,464�
　　　利息の支払額� △�646,699�
　　　業務活動によるキャッシュ・フロー� 894,765

２．投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有形固定資産の取得による支出� △�646,175�
　　　無形固定資産の取得による支出� △�251,332�
　　　国庫補助金等による収入� 158,512�
　　　受益者負担金等による収入� 28,924�
　　　一般会計からの繰入金による収入� 1,356,714�
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー� 646,643

３．財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　一時借入れによる収入� 1,000,000�
　　　一時借入金の返済による支出� △�1,000,000�
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入� 2,079,200�
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出� △�3,508,869�
　　　リース債務の返済による支出� △�1,859�
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー� △�1,431,528

　　　資金増加額� 109,880
　　　資金期首残高� 98,530
　　　資金期末残高� 208,410

＝ 182 ＝ ＝ 183 ＝



平
成
２
９
年
度
奈
良
市
下
水
道
事
業
給
与
費
明
細
書
（
第
２
号
）

１
．
総
括
�

（
単
位
：
千
円
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 　
〔
　
�〕
は
再
任
用
職
員
の
外
数

区
　
　
　
　
分

職
　
員
　
数
　（
人
）

給
　
　
与
　
　
費

法
定
福
利
費

合
　
　
計

特
別
職

一
般
職

給
　
　
料

手
　
　
当

報
　
　
酬
　

計

補 　 正 　 後

損
益
勘
定
支
弁
職
員

16
〔
6〕

78
,64
1

71
,10
8

14
9,7
49

28
,32
7

17
8,0
76

資
本
勘
定
支
弁
職
員

7
29
,07
1

23
,50
4

52
,57
5

10
,85
5

63
,43
0

合
　
　
　
　
　
計

23
〔
6〕

10
7,7
12

94
,61
2

20
2,3
24

39
,18
2

24
1,5
06

補 　 正 　 前

損
益
勘
定
支
弁
職
員

 
16

〔
6〕

78
,52
5

70
,27
8

14
8,8
03

28
,18
0

17
6,9
83

資
本
勘
定
支
弁
職
員

7
29
,03
3

23
,02
8

52
,06
1

10
,79
0

62
,85
1

合
　
　
　
　
　
計

23
〔
6〕

10
7,5
58

93
,30
6

20
0,8
64

38
,97
0

23
9,8
34

比 　 　 　 較

損
益
勘
定
支
弁
職
員

11
6

83
0

94
6

14
7

1,0
93

資
本
勘
定
支
弁
職
員

38
47
6

51
4

65
57
9

合
　
　
　
　
　
計

15
4

1,3
06

1,4
60

21
2

1,6
72
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�
（
単
位
：
千
円
）

手 当 の 内 訳

区
　
分

初
任
給
管
理
職
扶
　
養
地
　
�域

住
　
居
通
　
勤

特
殊
勤
務
時
間
外

勤
　
務
期
　
末
勤
　
勉

管
理
職
員

特
別
勤
務
特
　
例

一
時
金
児
　
童
退
　
職

給
付
費

補
正
後

4,3
60

4,0
44

11
,64
8

1,4
19

3,3
14

60
6,7
31

31
,05
1
20
,66
6

10
7

2,1
80

9,0
32

補
正
前

4,3
60

4,0
44

11
,63
2

1,3
94

3,2
70

60
6,7
31

31
,00
4
19
,58
9

51
2,1
80

8,9
91

比
　
較

0
0

16
25

44
0

0
47

1,0
77

56
0

41
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２
．
給
料
及
び
手
当
の
増
減
額
の
明
細
�

（
単
位
：
千
円
）

区
　
　
分

増
 減
 額

増
　
減
　
事
　
由
　
別
　
内
　
訳

説
　
　
　
　
　
明

備
　
　
　
　
　
考

給
　
　
料

15
4

給
与
改
定
に
伴
う
増
減
分

13
7

　
　
　
　
　
　
　
　
　
1級
　
　
0.4
6　
%

給
与
の
改
定
率
　
　
　
2級
　
　
0.2
4　
%

　
　
　
　
　
　
　
　
　
3級
　
　
0.1
9　
%

　
　
　
　
　
　
　
　
　
4級
　
　
0.1
6　
%

　
　
　
　
　
　
　
　
　
5級
　
　
0.1
4　
%

　
　
　
　
　
　
　
　
　
6級
　
　
0.1
2　
%

　
　
　
　
　
　
　
　
　
7級
　
　
0.1
0　
%

　
　
　
　
　
　
　
　
　
8級
　
　
0.0
9　
%

　
　
　
　
　
　
　
　
　
9級
　
　
0.0
8　
%

給
与
改
定
の
時
期
　
　
平
成
29
年
4月
1日

そ
の
他
の
増
減
分

17

手
　
　
当

1,3
06

給
与
改
定
に
伴
う
増
減
分

1,0
43

期
末
手
当
�

34
勤
勉
手
当
�

99
5

そ
の
他
�

14

そ
の
他
の
増
減
分

26
3
退
職
給
付
費
�

41
そ
の
他
�

22
2
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３
．
給
料
及
び
手
当
の
状
況
　
�

　
⑴
　
職
員
１
人
当
た
り
給
与

　
⑵
　
初
　
任
　
給

区
　
　
　
分

一
　
般
　
職

平
成
30
年
１
月
１
日
現
在

平
均
給
料
月
額
（
円
）

３
３
２
，７
１
７

平
均
給
与
月
額
（
円
）

４
２
７
，７
５
０

平
均
年
齢
（
歳
）

４
２
．０

平
成
29
年
10
月
１
現
在

平
均
給
料
月
額
（
円
）

３
２
８
，７
０
４

平
均
給
与
月
額
（
円
）

４
３
６
，１
０
４

平
均
年
齢
（
歳
）

４
１
．８

区
　
　
　
分

一
　
般
　
職
（
円
）

一
般
会
計
の
制
度
（
円
）

平
成
30
年
1
月
1
日

高
校

卒
１
５
１
，５
０
０

同
　
　
左

短
大

卒
１
６
２
，７
０
０

大
学

卒
１
８
５
，８
０
０
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⑶
　
級
別
職
員
数
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　〔
　
　
〕
は
再
任
用
職
員
の
職
員
数
及
び
構
成
比
　
　
�（
単
位
：
人
・
％
）

区
　
　
分

級
一
　
　
　
般
　
　
　
職

職
　
　
員
　
　
数

構
　
　
成
　
　
比

平
成
30
年
１
月
１
日
現
在

１ ２
４
〕

１
７
.４
〕

３
６
〕

２
６
.１
〕

〔
６
〕

〔
１
０
０
.０
〕

４
７
〕

３
０
.４
〕

５
３
〕

１
３
.０
〕

６
１
〕

４
.４
〕

７
２
〕

８
.７
〕

８ ９ １
０ 計

２
３
〕

１
０
０
.０
〕

〔
６
〕

〔
１
０
０
.０
〕

平
成
29
年
10
月
１
日
現
在

１ ２
４
〕

１
７
.４
〕

３
６
〕

２
６
.１
〕

〔
６
〕

〔
１
０
０
.０
〕

４
７
〕

３
０
.４
〕

５
３
〕

１
３
.０
〕

６
１
〕

４
.４
〕

７
２
〕

８
.７
〕

８ ９ １
０ 計

２
３
〕

１
０
０
.０
〕

〔
６
〕

〔
１
０
０
.０
〕
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（
級
別
の
標
準
的
な
職
務
内
容
）

　
⑷
　
昇
給

区 　 分

１
　
級

２
　
級

３
　
級

４
　
級

５
　
級

６
　
級

７
　
級

８
　
級

９
　
級

１
０
　
級

事
務
職
員

技
術
職
員

主
　
事

主
　
務

係
長
級

課
長
補
佐
級

主
幹
級

課
長
級

次
長
級

部
長
級

�部
長
級

区
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
分

一
　
　
般
　
　
職

補 　 正 　 後

職
員

数
　
　
　
　
　
　
　（
Ａ
）�（
人
）

２
３

昇
給
に
係
る
職
員
数

　
　
　
　
　
　
　（
Ｂ
）�（
人
）

１
６

号
給
数
別
内
訳

１
号
給
�

（
人
）

２
号
給
�

（
人
）

３
号
給
�

（
人
）

４
号
給
�

（
人
）

１
６

比
　
　
　
率
（
Ｂ
）
／
（
Ａ
）

�
（
％
）

６
９
．６

補 　 正 　 前

職
員

数
　
　
　
　
　
　
　（
Ａ
）�（
人
）

２
３

昇
給
に
係
る
職
員
数

　
　
　
　
　
　
　（
Ｂ
）�（
人
）

１
６

号
給
数
別
内
訳

１
号
給
�

（
人
）

２
号
給
�

（
人
）

３
号
給
�

（
人
）

４
号
給
�

（
人
）

１
６

比
　
　
　
率
（
Ｂ
）
／
（
Ａ
）

�
（
％
）

６
９
．６
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⑸
　
特
殊
勤
務
手
当

　
⑹
　
期
末
手
当
・
勤
勉
手
当

　
　
　
　
　
　
　
 〔
　
�〕
は
再
任
用
職
員
の
支
給
率

区
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 分

全
　
　
職
　
　
種

給
料
総
額
に
対
す
る
比
率
�

（
％
）

０
．０
４

支
給
対
象
職
員
の
比
率
（
平
成
30
年
１
月
１
日
現
在
）�

（
％
）

５
６
．５
２

代
表
的
な
特
殊
勤
務
手
当
の
名
称

現
場
処
理
作
業
手
当

区
　
　
　
分

支
給
期
別
支
給
率

支
給
率
計

職
制
上
の
段
階
、
職
務
の

級
等
に
よ
る
加
算
措
置
　

備
　
考

６
月

12
月

（
月
分
）

（
月
分
）

（
月
分
）

補
正

後
２
．０
７
５

２
．３
２
５

４
．４
０

有
〔
１
．０
５
〕

〔
１
．２
５
〕

〔
２
．３
０
〕

補
正

前
２
．０
７
５

２
．２
２
５

４
．３
０

有
〔
１
．０
５
〕

〔
１
．２
０
〕

〔
２
．２
５
〕

一
般
会
計
の
制
度

２
．０
７
５

２
．３
２
５

４
．４
０

有
〔
１
．０
５
〕

〔
１
．２
５
〕

〔
２
．３
０
〕
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⑺
　
定
年
退
職
及
び
定
年
前
早
期
退
職
に
係
る
退
職
手
当

　
⑻
　
そ
の
他
の
手
当

区
　
　
分

２
０
年
勤
続
の
者

　
　
　
　
　
　（
月
分
）

２
５
年
勤
続
の
者

　
　
　
　
　
　（
月
分
）

３
５
年
勤
続
の
者

　
　
　
　
　
　（
月
分
）

最
高
限
度

　
　
　
　
　
　（
月
分
）

そ
の
他
の
加
算
措
置
等

備
　
考

支
�給
�率
�等

２
５
．５
５
６
２
５

３
４
．５
８
２
５

４
９
．５
９

４
９
．５
９

定
年
前
早
期
退
職

特
　
例
　
措
　
置

（
2%
～
45
%
加
算
）

一
般
会
計
の
制
度

（
支
給
率
等
）

同
　
　
　
　
じ

区
���
���
���
�分

一
般
会
計
の
制
度
と
の
異
同

差
��異
��の
��内
��容

扶
　
　
養
　
　
手
　
　
当

同
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
じ

地
　
　
域
　
　
手
　
　
当

同
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
じ

住
　
　
居
　
　
手
　
　
当

同
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
じ

通
　
　
勤
　
　
手
　
　
当

同
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
じ
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平成２９年度奈良市下水道事業補正予定貸借対照表（第２号）
（平成３０年３月３１日）

�
（単位：千円）

資　　産　　の　　部�
１．固　定　資　産
⑴　有 形 固 定 資 産
イ 土 地 1,618,410�
ロ 建 物 612,055�
� 減 価 償 却 累 計 額 △�111,436� 500,619�
ハ 構 築 物 111,999,328�

減 価 償 却 累 計 額 △�13,833,216� 98,166,112�
ニ 機 械 及 び 装 置 2,957,601�

減 価 償 却 累 計 額 △�1,121,952� 1,835,649�
ホ 車 両 運 搬 具 1,725�

減 価 償 却 累 計 額 △�1,220� 505�
ヘ 器 具 備 品 1,782�

減 価 償 却 累 計 額 △�578� 1,204�
ト 建 設 仮 勘 定 11,310�
有 形 固 定 資 産 合 計 102,133,809�

⑵　無 形 固 定 資 産
イ 施 設 利 用 権 4,663,486�
ロ リ ー ス 資 産 1,733�
無 形 固 定 資 産 合 計 4,665,219�

固 定 資 産 合 計 106,799,028�
２．流　動　資　産
⑴　現　　金　　預　　金 208,410�
⑵　未　　　　収　　　　金 817,118�

貸 　 倒 　 引 　 当 　 金 △�26,544� 790,574�
流 動 資 産 合 計 998,984�
資 � 産 � 合 � 計 107,798,012�
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負　　債　　の　　部�
３．固　定　負　債
⑴　企　　　　業　　　　債
イ 建設改良費等の財源に
� 充てるための企業債 39,822,118�
企 業 債 合 計 39,822,118�

⑵　引　　　　当　　　　金
イ 退 職 給 付 引 当 金 43,190�
引 当 金 合 計 43,190�

固 定 負 債 合 計 39,865,308�
４．流　動　負　債
⑴　企　　　　業　　　　債
イ 建設改良費等の財源に
� 充てるための企業債 3,593,239�
企 業 債 合 計 3,593,239�

⑵　リ 　 ー 　 ス 　 債 　 務 1,702�
⑶　未　　　　払　　　　金 337,476�
⑷　引　　　　当　　　　金
イ 賞 与 引 当 金 17,084�
引 当 金 合 計 17,084�

流 動 負 債 合 計 3,949,501�
５．繰　延　収　益
⑴　長 　 期 　 前 　 受 　 金 74,259,499�
⑵　収　益　化　累　計　額 △�9,283,513� 64,975,986�
繰 延 収 益 合 計 64,975,986�
負 債 合 計 108,790,795�
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資　　本　　の　　部�
６．資　　本　　金 365,118�
７．剰　　余　　金
⑴　資 　 本 　 剰 　 余 　 金
イ 諸 補 助 金 687,037�
ロ そ の 他 資 本 剰 余 金 661,018�
資 本 剰 余 金 合 計 1,348,055�

⑵　欠 　 　 　 損 　 　 　 金
イ 当年度未処理欠損金 2,705,956�
欠 損 金 合 計 2,705,956�

剰 余 金 合 計 △�1,357,901�
資 本 合 計 △�992,783�
負 債 資 本 合 計 107,798,012�
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平成２９年度奈良市下水道事業会計
補正予算（第２号）参考書　　　　

収 益 的 収 入 及 び 支 出

支　　　　　　　　出

� （単位：千円）

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１. 下 水 道
事業費用 8,058,255 1,093 8,059,348

１. 営業費用 7,232,012 1,093 7,233,105

１.管 渠 費 191,872 1,442 193,314

⑴給 料 21,161 45 21,206

⑵手 当 14,012 1,351 15,363

⑶賞与引当金
繰 入 額 3,115 6 3,121

⑹法定福利費 7,696 40 7,736

４.普及指導費 73,681 △41 73,640

⑴給 料 19,170 23 19,193

⑵手 当 8,681 △96 8,585

⑶賞与引当金
繰 入 額 2,519 3 2,522

⑹法定福利費 5,463 29 5,492

６.総 係 費 196,811 △308 196,503

⑴給 料 38,194 48 38,242

⑵手 当 28,481 △479 28,002

⑶賞与引当金
繰 入 額 6,380 6 6,386

⑹法定福利費 13,120 76 13,196

⑻退職給付費 8,991 41 9,032
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

� （単位：千円）

支　　　　　　　　出

� （単位：千円）

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１. 資 本 的
収 入 3,535,000 170,000 3,705,000

１. 企 業 債 1,909,200 170,000 2,079,200

１.企 業 債 1,909,200 170,000 2,079,200

⑵資 本 費
平準化債 1,200,000 170,000 1,370,000

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１. 資 本 的
支 出 4,432,602 579 4,433,181

１. 建設改良費 920,874 579 921,453

１.管渠建設費 342,076 579 342,655

⑴給 料 29,033 38 29,071

⑵手 当 18,786 471 19,257

⑶賞与引当金
繰 入 額 5,049 6 5,055

⑹法定福利費 9,983 64 10,047
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奈良市議案第７号

奈良市社会福祉審議会条例の一部改正について

　奈良市社会福祉審議会条例の一部を次のように改正しようとする。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

　　　奈良市社会福祉審議会条例の一部を改正する条例

　奈良市社会福祉審議会条例（平成１３年奈良市条例第４１号）の一部を次のように改正

する。

　第３条中「児童福祉」の次に「及び精神障害者福祉」を加える。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　（提案理由）

　社会福祉法の一部改正に伴い、社会福祉審議会における調査審議事項に精神障害者福祉

に関する事項を追加しようとするものである。
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奈良市議案第８号

奈良市地域包括支援センターの人員等の基準に関する条例
の全部改正について　　　　　　　　　　　　　　　　　

　奈良市地域包括支援センターの人員等の基準に関する条例の全部を次のように改正しよ

うとする。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

　　　奈良市地域包括支援センターの人員等の基準に関する条例

　奈良市地域包括支援センターの人員等の基準に関する条例（平成２６年奈良市条例第５

６号）の全部を改正する。

　（趣旨）

第�１条　この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１

　�１５条の４６第５項の規定に基づき、地域包括支援センターの人員等の基準について定

めるものとする。

　（定義）

第�２条　この条例において使用する用語の意義は、法及び介護保険法施行規則（平成１１

年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）において使用する用語の例による。

　（地域包括支援センターの人員等の基準）

第�３条　法第１１５条の４６第５項に規定する地域包括支援センターの人員等の基準は、

次条に定めるもののほか、省令第１４０条の６６に定めるところによる。

　（暴力団の排除）

第�４条　地域包括支援センターは、その運営に当たっては、奈良市暴力団排除条例（平成

２４年奈良市条例第２４号）第２条第１号に規定する暴力団を利することとならないよ

うにしなければならない。

　（委任）

第５条　この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。
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　　　附　則

　（施行期日）

１　この条例は、公布の日から施行する。

　（省令の規定の引用に関する経過措置）

２�　第３条の規定の適用に関する経過措置は、省令の附則及び省令を改正する省令の附則

に規定する経過措置の例による。

　（提案理由）

　関係省令の一部改正に伴い、地域包括支援センターの人員等の基準について所要の規定

を整備するほか、条例の構造を省令を引用する形式に改めようとするものである。
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奈良市議案第９号

奈良市営住宅条例等の一部改正について

　奈良市営住宅条例等の一部を次のように改正しようとする。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

　　　奈良市営住宅条例等の一部を改正する条例

　（奈良市営住宅条例の一部改正）

第�１条　奈良市営住宅条例（昭和６１年奈良市条例第１４号）の一部を次のように改正す

る。

　�　第１７条第３項中「による」の次に「報告の」を加え、同条中第６項を第７項とし、

第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。

　５�　法第１６条第４項に規定する入居者が次条第１項の規定による収入の申告をするこ

と及び第３３条第１項の規定による報告の請求に応じることが困難な事情にあると認

めるときは、第３項の規定にかかわらず、当該入居者の毎月の家賃は、毎年度、規則

で定める方法により把握した当該入居者の収入に基づき、近傍同種の住宅の家賃以下

で、令第２条で定めるところにより算出した額とする。

　�　第１８条第２項中「申告」の次に「又は前条第５項の規定による収入の把握」を加え

る。

　�　第２０条の２第２項中「、第３項及び第４項」を「及び第３項から第５項まで」に改

める。

　�　第２８条第２項中「及び第４項」を「から第５項まで」に、「前項」を「前２項」に

改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。

　２�　法第１６条第４項に規定する入居者の収入の額が、第２６条第１項に該当する場合

において第１８条第１項の規定による収入の申告をすること及び第３３条第１項の規

定による報告の請求に応じることが困難な事情にあると認めるときは、第１７条第３

項及び前項の規定にかかわらず、当該入居者の毎月の家賃は、毎年度、第１７条第５
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項の規則で定める方法により把握した当該入居者の収入を勘案し、近傍同種の住宅の

家賃以下で、令第８条第３項において準用する同条第２項に規定する方法により算出

した額とする。

　�　第３０条第１項中「第２８条第１項」を「第５項並びに第２８条第１項及び第２項」

に改め、同条第３項中「及び第４項」を「から第５項まで」に、「同条第５項」を「同

条第６項」に改める。

　�　第３３条第１項中「、第２８条第１項」を「若しくは第５項、第２８条第１項若しく

は第２項」に、「第１７条第６項（第２８条第２項」を「第１７条第７項（第２８条第

３項」に改める。

　　第３４条第４項中「第１７条第５項」を「第１７条第６項」に改める。

　�　第３６条及び第３７条中「、第２８条第１項」を「若しくは第５項、第２８条第１項

若しくは第２項」に、「第１１条」を「第１２条」に改める。

　　第３８条第５項中「第１７条第５項」を「第１７条第６項」に改める。

　　第３８条の４の５第４項中「第５項」を「第６項」に改める。

　　第３８条の４の９第４項中「第１７条第５項」を「第１７条第６項」に改める。

　　第４３条中「第５項」を「第６項」に改める。

　�　第４７条中「及び第４項」を「から第５項まで」に、「、第２８条第１項」を「若し

くは第５項、第２８条第１項若しくは第２項」に、「第１７条第６項（第２８条第２項」

を「第１７条第７項（第２８条第３項」に改める。

　（奈良市改良住宅条例の一部改正）

第�２条　奈良市改良住宅条例（昭和４７年奈良市条例第４６号）の一部を次のように改正

する。

　�　第５条第２項中「額とする」と」の次に「、市営住宅条例第１７条第５項中「近傍同

種の住宅の家賃」とあるのは「近傍同種の住宅の家賃（その額が法定限度額を超える場

合にあつては法定限度額）」と」を、「第２８条第１項」の次に「及び第２項」を、

「第８条第２項」の次に「（同条第３項において準用する場合を含む。）」を加える。

　　第５条の２第２項中「第３項」の次に「及び第５項」を加える。

　（奈良市コミュニティ住宅条例の一部改正）

第�３条　奈良市コミュニティ住宅条例（平成４年奈良市条例第１５号）の一部を次のよう

に改正する。
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　�　第６条第２項中「額とする」と」の次に「、市営住宅条例第１７条第５項中「近傍同

種の住宅の家賃」とあるのは「近傍同種の住宅の家賃（その額が法定限度額を超える場

合にあつては法定限度額）」と」を、「第２８条第１項」の次に「及び第２項」を、

「第８条第２項」の次に「（同条第３項において準用する場合を含む。）」を加える。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この条例は、公布の日から施行する。

　（奈良市改良住宅条例の一部を改正する条例の一部改正）

２�　奈良市改良住宅条例の一部を改正する条例（平成２７年奈良市条例第２５号）の一部

を次のように改正する。

　�　附則第４項中「若しくは第６項」を「、第５項若しくは第７項」に、「第１７条第６

項」を「第１７条第７項」に改める。

　（奈良市コミュニティ住宅条例の一部を改正する条例の一部改正）

３�　奈良市コミュニティ住宅条例の一部を改正する条例（平成２７年奈良市条例第２６号）

の一部を次のように改正する。

　　附則第４項中「又は第６項」を「、第５項又は第７項」に改める。

　（提案理由）

　公営住宅法の一部改正に伴い、認知症である者等が収入の申告をすることが困難な事情

にある場合に、市が把握した収入に基づき家賃を算出できるようにするほか、所要の改正

を行おうとするものである。
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奈良市議案第１０号

奈良市都市公園条例の一部改正について

　奈良市都市公園条例の一部を次のように改正しようとする。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

　　　奈良市都市公園条例の一部を改正する条例

　奈良市都市公園条例（昭和４６年奈良市条例第１４号）の一部を次のように改正する。

　第２条の３第２項中「昭和３１年政令第２９０号」の次に「。以下「令」という。」を

加え、第１章の２中同条の次に次の１条を加える。

　（公園施設に関する制限）

第２条の４　令第８条第１項の条例で定める割合は、１００分の５０とする。

　第２０条中「第５条の３」を「第５条の１１」に改める。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　（提案理由）

　都市公園法施行令の一部改正に伴い、都市公園に設ける運動施設の設置基準を定めるほ

か所要の改正を行おうとするものである。
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奈良市議案第１１号

財産の取得について

　新斎苑等整備事業用地として、次に掲げる土地を取得するものとする。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１．物 件 の 表 示

　　　［所在地］　　　　　　　　　　　［地目］　　　　［実測面積］　

　　　　奈良市横井町９２４番６外６筆　　山林、保安林　　１１０，７８０．８８㎡

２．契　約　金　額　　　　１６７，７２２，２５２円

３．契約の相手方　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

＝ 204 ＝ ＝ 205 ＝



 

新
斎

苑
等

事
業

用
地

 
位

置
図

 

＝ 204 ＝ ＝ 205 ＝



奈良市議案第１２号

工事請負契約の締結について

　（仮称）辰市こども園園舎新築工事について、次のとおり工事請負契約を締結するもの

とする。

　ただし、設計変更に伴い必要があるときは、請負金額の５パーセント以内において変更

することができる。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　契約の目的　　（仮称）辰市こども園園舎新築工事

２　契約の方法　　一般競争入札

３　契 約 金 額　　３２２，７０４，０００円

４　契約の相手方　　奈良市三条大路二丁目１番６６号

　　　　　　　　　　（仮称）辰市こども園園舎新築工事平井建設・谷建設特定建設工事

　　　　　　　　　　共同企業体

　　　　　　　　　　　代表者　平井建設株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　平井　克

　　　　　　　　　　　　　　　谷建設株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　谷　慎吾
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（仮称）辰市こども園園舎新築工事の概要

１．工事場所　　奈良市杏町４１４番４他８筆

２．工事規模

　（１）建築工事　　一式

　　　　こども園新築工事

　　　　　　敷地面積　　４，９７６．８１㎡

　　　　　　建築面積　　１，２６３．０６㎡

　　　　　　延床面積　　１，８０３．４２㎡

　　　　　　構造階数　　鉄骨造　２階建

　（２）外構工事　　一式

３．工　　期　　契約の日から平成３０年３月３１日まで
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奈良市議案第１３号

工事請負契約の一部変更について

　浸水対策工事（東九条町地内他・西九条川支流）請負契約の一部を次のように変更する

ものとする。

　　平成３０年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

　平成２９年１２月１４日議決された奈良市議案第１０６号浸水対策工事（東九条町地内

他・西九条川支流）の契約金額中「１７０，１８６，４００円」を「２３０，０２７，０

４０円」に改める。

（参考）

　契約の相手方　　奈良市三条大路二丁目１番６６号

　　　　　　　　　浸水対策工事（東九条町地内他・西九条川支流）平井建設・森本工業

　　　　　　　　　特定建設工事共同企業体

　　　　　　　　　　代表者　平井建設株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　平井　克

　　　　　　　　　　　　　　森本工業株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　森本　勝博

　増　　額　　　　５９，８４０，６４０円
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